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２０１７年度 

産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会 

化学・非鉄金属ワーキンググループ 

 

日時 平成30年2月14日（水）15：00～17：00 

場所 経済産業省別館３階 312会議室 

 

 

○亀井環境経済室長  定刻より少し早いですが、皆さんおそろいですので、ただいまか

ら、産業構造審議会地球環境小委員会化学・非鉄金属ワーキンググループを開催いたしま

す。 

 私は、産業技術環境局環境経済室の亀井と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、ご多忙のところをご出席賜りまして、誠にありがとうございます。 

 本日は、松方委員、山下委員がご欠席でございますが、それ以外の委員全員にご出席を

いただいております。 

また、本日の審議は公開とさせていただきます。 

 それでは、開催に先立ちまして、橘川座長より一言ご挨拶をいただければと存じます。 

〇橘川座長  皆さん、こんにちは。本年もよろしくお願いいたします。 

 ここに集まられている業界は、日本経済を支える上でそれぞれ重要な業界であるだけで

はなく、低炭素社会を実現する上でも非常に貢献度が高い産業だと思います。そして、全

体の会議の座長会議なども行いましたけれども、特にここの分科会で議論しているＬＣＡ

というアプローチは、他の産業にも適用可能な非常に重要なアプローチなのではないかと

いうことで、今年もしっかりした議論をしていきたいと思います。今年は業界の数も増え

ましたので、てきぱきと議事を進めていきたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○亀井環境経済室長  ありがとうございました。 

 本日は、2016年度の低炭素社会実行計画の進捗状況及び2017年度以降の見通し、目標達

成に向けた各団体の取組についてご説明いただくために、日本化学工業協会様、石灰製造

工業会様、日本ゴム工業会様、日本アルミニウム協会様、日本電線工業会様、日本伸銅協

会様、炭素協会様よりご担当者にご出席をいただいております。 
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 ご説明に当たっては、あらかじめお願い申し上げておりますとおり、日本化学工業協会

様におかれましては持ち時間８分、それ以外の団体様におかれましては持ち時間６分でお

願いいたします。終了２分前と終了時には事務局よりメモを差し上げますので、ご協力を

お願いいたします。 

 それでは、議事に移りたいと存じます。以降の議事進行は橘川座長にお願いいたします。 

〇橘川座長  それでは、早速、議事に入りたいと思います。 

 まずは、事務局から、配付資料の確認及び資料３の説明をお願いいたします。 

○亀井環境経済室長  資料１は議事次第、資料２は委員名簿、資料３は「化学・非鉄金

属業種の進捗状況の概要」であります。 

 資料４～資料10が各業界からの報告資料となります。業界ごとにセットしておりまして、

本日、各業界からご説明をされる資料には枝番号の１を付しております。 

 資料４―１は日本化学工業協会様の説明資料、資料４―２はフォローアップ調査票、資

料４―３はデータシートです。 

 同様に、資料５が石灰製造工業会様、資料６が日本ゴム工業会様、資料７が日本アルミ

ニウム協会様、資料８が日本電線工業会様、資料９が日本伸銅協会様、資料10が炭素協会

様であります。 

 参考資料として、本年度のワーキングに先立ちまして実施しました事前質問と回答の一

覧をつけております。 

 以上が本日の資料ですが、タブレットの不具合等はございませんでしょうか。よろしい

ですか。 

 次に、資料３「化学・非鉄金属業種の進捗状況の概要」をご説明いたします。 

 低炭素社会実行計画の４本柱に沿いまして、本日ご説明いただく各業界の報告概要をま

とめたものであります。削減目標に対する各業界の進捗状況や低炭素製品、サービス等に

よる他部門での貢献、海外での削減貢献、革新的技術の開発・導入に関する定量的・定性

的分析の実施の有無などを整理しております。 

 特に１つ目の柱立てである2020年、2030年の削減目標につきましては、目標指標・水準

や進捗状況に関しまして、妥当性のある説明ができているかどうか。 

２つ目、３つ目の柱立てである他部門での貢献、海外での削減貢献につきましては、各

業界の強みを生かした削減貢献の定量的・定性的な評価を実施、発信できているかどうか。 

４つ目の柱立てである革新的技術の開発・導入につきましては、中長期的に大きな排出



- 3 - 
 

削減につながるような革新的技術、サービスの開発・導入についても、記載の充実が図れ

ないかという観点からご議論をお願いしたいと考えております。 

 資料３の説明は以上です。 

〇橘川座長  それでは、早速ですが、資料４以降を用いまして、各業界からのご説明を

お願いしたいと思います。 

 まずは、日本化学工業協会からご説明をお願いいたします。 

〇春山常務理事  ご紹介にあずかりました日本化学工業協会の春山と申します。資料４

―１をご参照ください。限られた時間でございますので、ポイントのみを説明させていた

だきたいと思います。 

 ２ページですが、全部で７項目ございまして、そのうちのポイントを順番に申し上げま

す。 

 ４ページです。まず、昨年もご説明させていただきましたけれども、この審議会での評

価、指摘事項がございました。それぞれ３つのポイントがございますが、これも適宜、今

回の説明の中で加えていきたいと思いますけれども、ここに書いてあるとおりでございま

して、前回も説明させていただいたものに加えて、新たにトレンドを追加したり、あるい

はアップデートをしたりということをさせていただいております。 

 ６ページです。全体の話ということで、化学産業の概要ですが、これも昨年説明させて

いただきましたけれども、化学業界の規模観といいますか、出荷額でみていただきますと、

トータルで43兆円。化学でいいますと、日本は世界の第３位を占める。そして、従業員数

等も非常に多数の方々に貢献をいただいているという業界でございます。 

 ７ページです。化学製品というのは、原料のメインはナフサですが、消費者の方々の最

下流へ行くまでにいろいろな工程を経ております。その工程をご参考までにつけさせてい

ただいております。我々は、エチレン、プロピレンといったような基礎原料を生産しなが

らつなげていくという絵でございます。 

 ８ページです。これは低炭素社会実行計画の前の環境自主行動計画での実績でございま

して、2012年までの話は従来からしておりますので、こういうことであったというご参考

までにつけさせていただきました。 

 ９ページからは本論に入ります。低炭素社会実行計画の概要でございます。 

 10ページです。私どもの素材産業での一番大型のプラントであるエチレンプラントある

いは苛性ソーダですが、蒸気生産設備等の効率を上げることによって原単位を改善し、ひ
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いては、それがＣＯ２の削減につながっていくという構造でございます。 

 目標でございますが、基準年度は2005年、2020年の目標は150万ｔ―ＣＯ２、2030年の目

標が200万ｔ―ＣＯ２でございます。 

 比較につきましては、ＢＡＵ（ビジネス・アズ・ユージュアル）のＣＯ２排出量を2005

年を基準に比較しているという座標でございます。 

 11ページです。この化学業界の排出削減ポテンシャルの算定ですが、先ほどの150万トン

なり200万トンがどのようにセットされているかという背景ですけれども、これも毎年説明

させていただいていますが、そこに書いてあるような手順で150万トン。 

12ページです。我々が採用しておりますＢＡＵという概念――2005年度のエネルギー使

用量ベースに、それぞれの年度では生産量が上下するわけでございまして、その部分を考

慮しながら削減の実績を評価していると、こういう表現の仕方でございます。 

13ページです。しからば、そのベースで2016年度の実績はどうかということです。 

14ページです。ちょっと細かくなりますが、エネルギー使用量の算定でございます。そ

れぞれの石油化学製品、ソーダ、その他化学製品の2005年度に対して、15年、16年のＢＡ

Ｕベースでの原油換算量とエネルギー使用量をここに表現したものでございます。 

15ページです。これをＣＯ２削減量に換算してまいります。その換算のベースが、ＣＯ２

のベースになるエネルギー使用量が2005年は2,913万kl。それに対しまして、例えば、2016

年ですと2,573万klとなります。それを実績のＣＯ２ベースで評価しますと、2005年は6,840

万トン、2016年が5,673万トンとなりまして、368万トンの改善が図られているということ

で、この数字を実績として報告させていただいています。 

後ほどもありますが、昨年もご指摘がありましたけれども、2015年でも278万トン、昨年

に至っては368万トンということで、非常に削減が図られているわけでございまして、この

内容については幾つか理由がありますので、ご説明してまいりたいと思います。 

16ページです。実際には、過去からの推移ということで、先ほどの数字が2016年のベー

スで書いてあります。それから、生産指数とエネルギー／ＣＯ２排出原単位指数の推移と

いうのをみていただきますと、ＣＯ２の排出原単位指数は年々改善されているという数表

でございます。 

17ページです。これをそれぞれの技術の中で、ベストプラクティスの導入ということで、

ＢＡＴでどのくらいの量かといいますと、例えば、エチレンの大型のプラントですが、省

エネプロセス技術でいいますと、2016年では23万トンという数字が上げられているわけで
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あります。 

18ページです。ということで、これも昨年ご指摘がありましたが、大きく目標を上回っ

ていますねということで、私どもとしては、昨年のベースをみて、削減目標策定のタスク

フォースを立ち上げまして、この１月にはキックオフをしたところです。そして、いよい

よ来年度に向けて我々は目標の見直しを具体的に行うということで体制を組みました。そ

の内容はそこに書いてあるとおりでございます。 

19ページです。４番目に、低炭素製品・サービス等による他部門での貢献ですが、これ

は先ほど座長の先生からお話がありましたＬＣＡの考え方です。私どもはカーボンに着目

しながら、ＬＣＡの考え方を皆様にわかっていただく努力をしているということで、それ

ぞれのガイドラインをつくって、我々だけではなく、いろいろな業界の方にご理解いただ

こうということで、22ページ、グローバルガイドラインの発行をしております。私どもは、

国際化学工業協会でも一つの考え方をもっていますので、グローバルガイドラインを国際

的にも活用させていただいているということでございます。 

ちなみに、24ページをみていただきますと、ライフサイクルにおける国内の排出削減量

というのはどのように算定されるのかということで、発光ダイオードとか車のタイヤへの

貢献というのはどのくらいの数字になるのだろうかというのが、この数字でございます。

こういったものをみていただければいいと思います。 

25ページです。それを数値にあらわすと、一番大きく貢献しているのが住宅用の断熱材

になります。この数値をみていただければ、それなりの効果が出てくるということでござ

います。 

それ以外にもＬＣＡをさまざまなところで展開していますが、次世代自動車に関するＬ

ＣＡ評価等も行っていまして、その事例の紹介でございます。 

27ページは、エネルギー起源のＣＯ２排出量の推移です。これはもう皆様ご存じのとお

りなので、省略させていただきます。 

28ページ、海外での排出削減貢献です。 

29ページです。これも昨年度、ちょっとお話をさせていただきましたが、グローバルな

ＧＨＧ排出削減に積極的に対応するために、エアコン用ＤＣモーターや自動車の炭素繊維

など、さまざまなところで海外貢献に今はつながっているということでございます。 

30ページ、革新的な技術開発導入でございます。 

31ページです。今、大きな話題になっています人工光合成、あるいはバイオマスの利活
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用によってＣＯ２の削減につなげていくといったことをやっております。 

最後に、32ページ、その他の取組として、フロン系の温ガスの製造段階での排出削減に

ついても対応しております。その推移が33ページです。 

34ページです。そして、いよいよ今後どうするか。2050年を見据えた長期戦略というこ

とで、地球温暖化への対応としてのあるべき姿を、我々はプロジェクトを組みまして、こ

こに掲げたような実現に向けての考え方を整理して皆様にご説明をしているところであり

ます。 

例えば、①原料の炭素循環、②プロセスの転換、③ライフサイクルを通したＧＨＧの削

減、こういったことを考えております。 

35ページですが、その他の取組としては、情報の発信の取組ということで、こういった

ことをそれぞれ活動につなげているところでございます。 

急ぎましたが、以上でございます。 

〇橘川座長  どうもありがとうございました。 

 続きまして、資料５に基づいて、石炭製造工業会、お願いいたします。 

○新松環境自主行動部会長  それでは、石灰製造工業会からご説明いたします。 

 ２ページの目次ですが、このような内容で報告させていただきます。 

 ３ページ、当業界の概要でございます。 

 ２の当会の規模でございますが、加盟が94社で、昨年より１社減っております。製造を

直接しているのはその中の約３分の２の61社で、その中の９割弱が年間30万トン以下の生

産規模という業態です。 

 ３の当会の現状ですが、当会の特に60％の販売量は鉄鋼用原料として使用されておりま

す。 

 ４ページでございます。製造フローの概略を示しております。左上の石灰石・ドロマイ

トを出発原料に、石灰焼成炉で燃料と電力を用いまして加熱分解させて、下の生石灰・軽

焼ドロマイトを生産します。それをそのまま破砕・粉砕して製品として出す一方、水を添

加して消化しまして、水酸化物として製品化しております。 

 石灰焼成炉では、ＣＯ２が製品当たり約1.1トン発生しまして、原料由来のＣＯ２が約70％、

燃料由来のＣＯ２が約30％発生します。 

 このような業界でございます。 

 続きまして、５ページ、2016年度の取組実績でございます。生産活動量は前年度より28
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万トン増加しまして、率では3.3％増、結果的に882.3万トンの生産活動量となっておりま

す。 

 ６ページ、ＣＯ２排出量でございます。棒グラフの黄緑色ですが、ＣＯ２排出量の年度別

のＢＡＵを2013年度からプロットしております。赤からオレンジ色のグラデーションの棒

グラフが実績でございます。折れ線グラフはＣＯ２原単位でございます。2016年度は生産

活動量の増加に伴いまして、前年度比0.9％増の224.7万トンとなりました。 

 一方、ＣＯ２原単位につきましては、2015年度0.261トンに対しまして、2016年度は2.3％

減の0.255トンでございました。 

 ７ページでございます。要因分析の結果を上げております。基準を2020年度ＢＡＵ比で

みた場合、99.1万トンのＣＯ２の削減を行っておりまして、その大部分が事業者の省エネ

努力分及び生産活動量の変化によるものでございます。 

 対前年度比との比較ですと、2.1万トンのＣＯ２量が増えました。これは先ほど述べまし

た生産活動量の変化による3.2％増が大きく影響を受けております。 

 ８ページ、省エネルギー関連の報告でございます。棒グラフが年度別のデータで、グリ

ーンが省エネに関する設備投資金額、オレンジ色が年度別のＣＯ２削減量、折れ線グラフ

は、2002年度から統計をとっておりまして、その累積データでございます。 

 2017年度は、設備投資3.9億円、9,100トンのＣＯ２削減を行っております。累積では、

138億円の設備投資を行い、現在、50万トンのＣＯ２削減を図ってきております。 

 けれども、投資効果が年々低下してきておりまして、これまでは３万トンの削減率が、

最近では２万トン弱の削減となってきておりまして、これらにつきましてはさらに省エネ

の努力・工夫等を図っていきたいと考えております。 

 ９ページでございます。2020年度目標に向けての蓋然性でございます。棒グラフの水色

がＢＡＵ、黄緑色が2020年度の削減目標量15万トンを引いた値です。赤が実績でございま

す。2016年度は進捗率が157％となりました。 

 右のほうに20年度の目標のデータを載せております。ＢＡＵは323.8万トン、目標は308.8

万トンでございます。 

 さらに、30年度はこれに12万トン削減して、合計27万トンの削減を目指しております。

この目標の見直しを含めまして、目標の妥当性につきましては、今後、検討・精査して続

けていきたいと考えております。 

 10ページ、低炭素製品・サービス等による他部門での貢献です。３項目を上げさせてい
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ただきまして、約3,800トンの削減を2016年度に行ってきております。 

 11ページ、海外での削減です。数件の交流は行われてきておりますが、具体的な実行に

は至っておりません。 

 ５番目の革新的な技術につきましては、昨年も報告させていただきましたが、具体的な

実施・検討はまだ進んでおりません。 

 12ページ、その他の取組です。本社等オフィス、物流における取組は、2005年度から継

続して調査を続けております。 

 一方、学術的な評価・分析への貢献といたしまして、石灰製品における二酸化炭素の吸

収に関する研究を現在進めております。これらの結果が出次第、対外的な報告ができれば

と考えております。 

 以上でございます。 

〇橘川座長  どうもありがとうございました。 

 続きまして、資料６に基づいて、日本ゴム工業会、お願いいたします。 

○森永環境委員会委員長  日本ゴム工業会の森永です。よろしくお願いいたします。 

2016年度の実績についてご説明してまいります。 

 まず、３ページでゴム工業会の概要を説明しております。タイヤが約８割、工業用品が

２割弱、その他製品が１％ぐらいという構成になっております。 

 右下に記載しておりますが、この低炭素社会実行計画には27社が参加しておりまして、

ゴム産業全体の生産量の87％をカバーしております。 

 ４ページでございます。ゴム製品の製造工程のエネルギーの利用状況を示しております。

原材料の保温、精錬、加硫といったゴム独自の工程がありまして、特に加硫で多くの熱エ

ネルギーを使用しています。 

全体では電気と熱の使用の割合が６対４程度となっております。過去、電気と熱を効率

的に供給するという観点から、コジェネを多く導入してまいりました。 

５ページでございます。低炭素社会実行計画の目標ですが、前提を２点置いております。 

１つが、コジェネの利用効果を適切に評価できる火力原単位方式を採用するということ。

もう１つが、電力の排出係数を基準年度の固定として、業界の努力をみられるようにする

こと。この２点でございます。 

その前提のもと、新ゴム量当たりのＣＯ２排出原単位を2020年度に2005年対比15％削減

するということが目標でございます。 
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６ページでございます。目標の達成のための取組ですが、先ほど申し上げたようなコジ

ェネの導入と燃料転換を最大限にやってきた上で、現在は主に生産プロセス、設備のさら

なる効率化、省エネの努力、革新的素材の研究開発などを進めているところです。 

７ページでございます。過年度の実績の概要を示しておりますが、緑色が目標指標であ

るＣＯ２排出原単位です。2016年度は基準年度対比－8.2％、前年度比1.5ポイント改善と

いう結果になりました。ここ５～６年は横ばいですが、これは昨年も説明しましたように、

削減努力については着実に実施し、また、体質は改善されているものの、赤線で示します

生産量が継続的に減少しておりまして、固定エネルギーが大きく影響しているということ

が要因になっています。 

したがいまして、一番下の青色のラインですが、ＣＯ２排出量でみますと基準年度対比

27.1％と、大きく減少している状況になっております。 

８ページでございます。このページは昨年ご説明したものですけれども、ＣＯ２排出原

単位と生産量の関係を「見える化」するための基本的な考え方を示しています。時間の関

係から詳細は省かせていただきますが、左上のグラフに示しますように、固定エネルギー

というものがあるために、生産量とエネルギー使用量は比例しません。したがいまして、

そこで、過去のデータを用いまして固定エネルギー比率というものをゴム工業会で推定し

たところ、当協会では熱を多く使うということもありまして、５割強という比率でした。 

この結果をもとに、右上のグラフに示すような排出原単位と生産量の関係を示したもの

が、１ページ飛ばしまして10ページになります。まず、曲線の説明ですが、上の青いライ

ンが全く省エネなど効率化をしなかった場合のＢＡＵのケースで、生産量が減ると原単位

は指数的に悪くなる。下の４つの曲線が、順に、10％、15％、20％、25％と、体質を改善

したときのラインです。 

青いプロットというのが各年の実績を示していますけれども、左下がいい方向なのです

が、着実に左下の方向に進んできておりまして、2016年度についてもさらに体質としては

改善して、20％削減というラインのところまで来ているという状況です。 

昨年ご説明しましたが、2016年に実施した2020年の見込みでは、14.3％と目標に近いと

ころの値になっておりましたので、ゴム工業会においてはこの目標を維持して取組を継続

しているところです。 

次に、11ページでございます。主体間連携ですが、タイヤのライフサイクル中のＣＯ２

の排出比率で、使用段階が９割近くを占めており自動車についているときにＣＯ２を出し
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ているということです。したがいまして、地球温暖化対策で非常に効果的になってくるの

が使用段階の削減であるために、タイヤ転がり抵抗の低減とか軽量化といったような燃費

改善を進めているという状況です。 

高性能製品というのは生産段階のＣＯ２排出原単位が不利になる傾向なのですが、当会

では記載のようにライフサイクルトータルで考えて貢献が大きい領域の削減に努力をして

いるところでありまして、こちらも評価いただければと考えております。 

12ページでございます。これも昨年ご説明しているところですが、2010年に世界に先駆

けてタイヤのラベリング制度というものを導入して、その普及拡大に努めてきております。

実績としましては、2016年に夏用タイヤの77.5％が低燃費タイヤになって、順調に拡大し

ております。 

13ページでございます。日本自動車タイヤ協会で発行しているタイヤのＬＣＣＯ２算定

ガイドラインを用いて算定しましたＣＯ２排出実績のデータを、2015年に続いて今年の１

月に公表しましたということを記載しております。こちらについては、夏用の補修タイヤ

だけではなく、冬用あるいは新車用タイヤも含む国内４社の乗用車タイヤを対象とした調

査になっておりますが、2016年は2006年と比較しまして、１本当たり13.9％のＣＯ２排出

量が削減して、2016年度の本数換算で年間300万トン近い削減を達成しております。これは

他業界と比べても大きな貢献になっているととらえております。 

14ページは、その他の主体間連携の取組を示しております。 

15ページでございます。国際貢献につきましては、生産の高効率化、省エネ製品の普及

といったところを記載しております。ただ、現地生産、現地開発についても進んできてい

る中、分離して定量化するというのは非常に困難になってきているなという状況です。 

タイヤラベリング制度に関しましては、日本の成功事例を示してきたものと考えており

ます。 

最後に、16ページですが、革新的技術については、生産時の高効率化、革新的な素材研

究が中心になってまいります。2030年を見据えては、再生可能エネルギーの導入を拡大し

ていく技術開発が重要になってくるのではないかと考えております。 

以上です。 

〇橘川座長  ありがとうございました。 

 それでは、資料７に基づき、日本アルミニウム協会のご説明をお願いいたします。 

○中野理事  アルミニウム協会の中野でございます。資料７でアルミニウム圧延業界の
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実行計画ということでご説明いたします。 

 ２ページでございます。まず、圧延業の概要ですが、図をみていただくと、原料である

アルミの新地金と再生地金を溶解・鋳造して、加工のところにありますように、圧延によ

る板材や押し出しによる管材や形材をつくります。 

 用途は、建材、飲料缶、自動車用、鉄道車両など、非常に広範な範囲に使われておりま

す。 

 新地金のところに書いておりますように、全て輸入となります。 

 ３ページでございます。カバー率ですが、業界団体では40社の加盟企業に対し、実行計

画には10社、25％です。ただし、生産規模でいきますと88％のカバー率になります。 

 ４ページでございます。目標値ですが、我々は2005年を基準として圧延量当たりのエネ

ルギーの原単位で目標値をつくっておりまして、2020年までにエネルギー原単位を0.8GJ/

ｔ削減するという目標値を立てております。 

 ５ページでございます。次に、2030年度につきましては、同じ考え方でさらに0.2GJ/ｔ

削減ということで、トータルで1.0GJ/t削減するという目標値を立てました。 

 ６ページでございます。目標に対する実績ですが、2016年度は1.0削減ということで、2020

年度目標が0.8ですから125％、2030年度はちょうど100％という目標に対する実績になりま

した。 

 少し飛ばしまして、９ページでございます。考察ですけれども、今回の結果をみると、

２行目ですが、2013年度が0.8に対して0.79、2014年度が1.4、2015年度が1.5と、超過達成

で、昨年もこの場でご説明しましたけれども、一部の参加企業が海外で工場の立ち上げを

行っていまして、中間材を出しているということの影響だと申し上げました。これは実力

ではないと認識しておりまして、2016年度の実績で1.0ということで、先ほどの2014、2015

年度の特殊要因はほぼ海外事業所の一貫生産が完成しましたので、今年の実績がほぼ実力

どおりだなと考えております。 

 10ページでございます。今年、目標値の見直しをどうしようかと検討しましたが、次の

２点の項目によりまして、今年は実施をいたしませんでした。 

 １つは、自動車の板材ですが、これはご存じのように、自動車の燃費規制で自動車の軽

量化が進んでまいりまして、板材の増加が進んでおります。参考に書いていますが、アル

ミ材のエネルギーの原単位が通常の圧延品の平均値に比べると、自動車のパネル材だと３

割強高いということがございます。したがって、この辺の悪化をよくみないといけないと
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いうことです。 

 ２つ目は、ある企業で、全国展開で生産品種の集約を行っておりまして、最終的には生

産の効率化の体制をつくるのですが、その途中の過程だということで、目標値をどう設定

するかが非常に難しいということで、今年度は見送って、来年度の実績をみて改めて目標

値の検討をするということにいたしました。 

 11ページでございます。今期に実施した対策ですが、投資のほうは、溶解炉、均熱炉等

の改修等々で2016年度は約３億円の投資を行いました。2017年度は約10億円の投資を計画

しております。 

 12ページでございます。好取組事例ですが、投資の効果が小さくなってきまして、省エ

ネ対策を網羅的にやるためには、省エネの取組やＣＯ２の削減の事例を水平展開するため

に、アルミ協会のホームページに掲載をして会員相互で水平展開を図っております。今、

累計で397件の事例を掲載しております。 

 また、エネルギー委員会を年３回開催しまして、工場見学等、より水平展開を図ってお

ります。 

 13ページでございます。他部門での貢献です。先ほども申し上げましたが、自動車の軽

量化でアルミの使用量が増えております。このグラフは自動車の生産台数とアルミの出荷

量ですが、一番上の緑の折れ線グラフが自動車１台当たりのアルミの使用量でして、右肩

上がりに上がっております。この辺の削減の貢献量を2007年に一度試算をしていますけれ

ども、今年度はグローバル・バリューチェーンのガイドラインに従って新たに試算をしよ

うと考えております。 

 15ページでございます。海外での削減貢献です。我々は、申し上げましたように、日本

では精錬を行っておりませんので、いかにリサイクル材を使うかということです。取組実

績の考察にありますが、再生地金の使用量131万トンで、これによるＣＯ２の削減量は1,100

万トンと計算をしております。 

 16ページでございます。最後に、革新的技術です。こちらは水平リサイクルのシステム

開発をＸ線やレーザーを利用した高速自動個体選別装置を用いたシステムの開発を行って

います。現在、右下に書いていますが、ＮＥＤＯの実証事業で平成28～30年度にかけまし

て鉄道車両を対象にしたアルミ車両の水平リサイクルの推進委員会を鉄道事業者等々に入

っていただいて進めております。これを実現してリサイクルの推進を進めていきたいと考

えております。 
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 以上でございます。 

〇橘川座長  どうもありがとうございました。 

 続きまして、資料８に基づいて、日本電線工業会のご説明をお願いいたします。 

○牛木環境専門委員会委員長  日本電線工業会の牛木と申します。よろしくお願いしま

す。 

 最初から３ページに飛んでいただきまして、まず、電線製造業の概要でございます。事

業規模数は、当会への参加会員企業数は115社、そのうち自主行動計画参加企業数は113社

となっておりまして、昨年より４社減少しております。しかし、当会会員企業の中で計画

参加企業の占める割合は出荷額で91％となっており、また、当会会員以外も含めた市場規

模全体では出荷額の75％を占め、カバー率につきましては若干減少ぎみではありますが、

今後も維持できるように努力してまいりたいと考えております。 

 業界の現状としましては、国内の電力、情報通信インフラ設備の充実化に伴い、需要は

横ばい、生産活動指標である銅量が減少傾向にある一方で、製造工程の複雑化によりエネ

ルギー原単位は増加となっております。 

 ２ページです。数多くあります電線ケーブルの中でも代表的な電力ケーブルの製造工程

におけます電力消費量の割合を示すための表でございます。簡単に申し上げますと、電気

銅と呼ばれる銅の板を溶かして延ばして線にする、それに被覆をかぶせる、この工程で全

体の70％の電力を消費するということでございます。 

 ３ページです。電線業界の低炭素社会実行計画の概要でございます。電線業界では、生

産工場におけるメタル電線――銅、アルミをあわせてメタル電線と呼んでいますが、それ

と光ファイバケーブル、メタルと光の製造にかかわるエネルギー消費量の合算値を目標指

標として、基準年度の1990年度に対し、2020年度を26％削減、2030年度を27％削減を目標

としてまいりました。 

 記載のとおり、生産量に関しては、メタルは微増、光は微減と予想いたしましたが、そ

ういった中で、電線業界ではこれまで省エネ対策を精いっぱい努力してまいりまして、97

年度から熱の効率的利用、高効率設備導入等々で大きな削減については既に対策が進み、

今後、大きな貢献拡大ができる分野は縮小しておりまして、中間製品であるケーブルが社

会全体のエネルギーの仕組みを変革するような取組はなかなか難しいのですが、今後も省

エネへの地道な取組を継続してまいります。 

 なお、後ほどのグラフでまたお見せしますが、2013年度以降、特に直近のこの2015年度、
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2016年度の実績の傾向分析や動向分析をした結果としては、今年度、2017年度の実績状況

の確認を経た上ということになりますが、2020年度、2030年度目標の再設定が必要と判断

し、再検討を始めております。次年度は見直しした目標値をご提示いたします。 

 ４ページです。生産活動量について、メタルと光に分けてご説明しますと、メタル電線

の生産活動量は記載のとおり、生産量103.2万トン、2015年度比3.2％減少、光ファイバケ

ーブルの生産活動量は記載のとおり、1990年度比約28倍、2015年度比3.2％の増加となりま

す。 

 ５ページです。一方、エネルギー消費量でみますと、メタル電線と光ファイバケーブル

のエネルギー消費量の合算値の実績につきましては、2016年度は、1990年度比37.5％、2015

年度比1.6％の削減となっております。 

 ６ページです。これをメタルと光ファイバに分けてみますと、メタルは90年度比45.7％

削減、昨年度比１％の削減、エネルギー原単位は記載のとおりでございます。 

 一方、光ファイバのほうは、先ほど生産量が28倍になったと申し上げましたが、エネル

ギー消費量は約４倍ということで、生産効率やいろいろ努力をしてまいったということに

なります。 

 ７ページです。これをＣＯ２排出量でご説明しますと、ＣＯ２排出量の合算値は90年度比

22.4％削減、15年度比４％削減となりました。積み上げグラフになっていないので、メタ

ルと光ファイバの割合がわかりづらいですが、大まかにいいますと、全体の約10％強が光

ファイバということになります。 

 ８ページです。これをメタルと光ファイバに分けますと、記載はございませんけれども、

メタルのＣＯ２排出量は昨年度比3.3％削減、光ファイバのほうは昨年度比7.4％削減とな

っております。先ほど申し上げましたように、光ファイバは生産性効率アップの設備投資

が大きく寄与しているものと思われます。 

 10ページです。低炭素製品・サービスなどによる他部門での貢献、海外への貢献ですが、

記載のとおり、導体サイズの最適化（太径化）の技術は、ＣＯ２削減のみならず、工場・

ビルの低圧ケーブルの送電損失の半減等いろいろ効果も大きいので、こういう活動を進め

ております。 

 11ページですが、超電導等もご存じのとおりでございまして、海外でもこの導体サイズ

の最適化については国際規格化に向けた活動等もやっておりまして、英文パンフレットを

作成しております。 
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 また、ＥＶ化、電気自動車については、車の軽量化に寄与するようなワイヤーハーネス

の開発を行っておりまして、電気自動車の普及によりＣＯ２削減に貢献できるものと思っ

ております。 

 12ページです。革新的な技術開発・導入でございますが、これも先ほど申し上げました

ように、高温超電導ケーブルや超電導リニア、あるいは、超軽量カーボンナノチューブな

ど、産業界のニーズに貢献できる新技術ですので、当業界としても開発を進めているとこ

ろでございます。 

 13ページ、その他の取組としては、本社オフィスにおける取組ですとか、運輸部門にお

ける取組など、記載のようないろいろな取組を行っております。 

14ページです。また、情報発信の取組については、環境活動報告会というものを毎年開

催して、それをホームページに掲載することによって、会員以外の方にも公開したり、企

業ホームページ、ＣＳＲ報告書等において環境重点分野として活動を推進しているところ

でございます。 

非常に簡単ですが、以上で報告を終わります。 

〇橘川座長  ありがとうございました。 

 それでは、資料９に基づき、日本伸銅協会のご報告をお願いいたします。 

○青木低炭素社会実行計画対策ワーキンググループ・ワーキンググループ長  日本伸銅

協会の青木と申します。2016年度の実績報告をさせていただきます。 

 まず、２ページの概要についてですが、これまでも報告があったかと思いますので、割

愛させていただきます。 

 ３ページ、低炭素社会実現計画の概要です。 

実行計画の対象としましては、伸銅品はその形状によって、板条製品、管製品、棒線製

品という３つの製品群に分類されます。それぞれの製品群では、使用する設備の種類や大

きさ、製造工程が大きく異なっており、エネルギー消費量を横並びで比較することが困難

であります。 

 そこで、実行計画の対象を伸銅品生産量全体の過半数を占めております板条製品に限る

こととしております。その参加企業とカバー率ですが、現在、伸銅協会の会員数は44社で、

このうち、板条製品を製造している企業が17社となっております。また、この17社のうち、

上位の７社で生産量の96％を占めていますので、実行計画への参加企業数は上位７社、９

事業所ということで設定をさせていただきます。 
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 下段の円グラフですが、2016年度の伸銅品生産量の状況は、板条製品は約41万5,000トン

ですので、伸銅品の生産量全体の52.3％、その52.3％の板条の中で上位７社が96％ですの

で、伸銅品の生産量全体に対しましてはおよそ50.2％を占めているという状況にあります。 

 ４ページです。目標指標ですけれども、板条製品のエネルギー原単位（原油換算）でカ

ウントするということにしております。2020年度の目標、2030年度の目標ですが、それぞ

れ当該年度の生産活動量より想定されるエネルギー原単位（ＢＡＵ）から１％の削減とい

うことで、ＢＡＵ×0.99を目標水準として、それらを下回ることとしております。 

 これらの設定の理由ですけれども、自主行動計画ではエネルギー原単位の絶対値を目標

指数としていたのですが、生産活動量による影響が大きく、生産活動量が減少する中で原

単位が悪化し、目標を達成できなかったという反省がありました。 

 一方で、2020年度に向けて海外メーカーとの競争に勝つためには、圧延回数を増やした

薄物と一般的にいわれる薄板材の製品群の増加、高機能合金材など熱処理等の条件を厳し

くしていった製品の増加、これらを進めていかなければいけないということで、エネルギ

ー使用量の大きな製品の比率が増えていくことが予測されております。 

 このため、エネルギー原単位は現状のＢＡＵレベルの維持が精いっぱいであるという判

断を当初はしていたのですが、各個社による省エネ努力を見越してさらに１％減というこ

とで、ＢＡＵ×0.99という目標水準を設定しております。 

 ５ページです。ＢＡＵの算出方法です。2005～2010年度の生産活動量とエネルギー原単

位の関係により求めた回帰式を使ってＢＡＵという設定をしております。 

 なお、横軸の生産活動量につきましては、35万～50万トンの板条生産量を仮定しており

ます。 

 ６ページ、実績の報告です。2016年度の生産活動量は42万トンの結果になりまして、基

準年度に比べて６％の減少、一昨年の2015年度に比べて９％の増加となっております。 

 ７ページ、一方、エネルギー消費量につきましては、21.3万klで、一昨年の2015年度と

比べて９％の増加となっております。そのため、エネルギー原単位は0.507kl/ｔで、2015

年度と同じ値となっております。 

 ８ページです。達成状況ですが、生産活動量よりエネルギー原単位の目標水準を算出し

ますと、0.519kl/ｔに対し、実績が0.507kl/ｔですので、0.012kl/ｔのエネルギー原単位

の削減ができたことになります。しかし、単年度のエネルギー原単位の削減状況をグラフ

にしていますが、こちらをみますと、2014年度をピークに減少傾向にあることがうかがえ
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ます。 

 ９ページです。要因分析とありますが、全体の考察と今後の進め方ということになりま

すけれども、先ほど目標設定のところでも述べましたが、板条製品の生産活動量は35万～

50万トンでほぼ横ばい、ほぼ変動はないということを予想していますけれども、顧客の海

外移転や汎用品の輸入がふえるといった場合には、生産活動量の急激な減少も懸念されて

います。 

 また、高付加価値化ということで、先ほども話が出ましたが、そちらの進展がされるこ

とで、エネルギー原単位が大きい製品の割合がふえるということが予想されています。 

 10ページです。このような状況の中で、各個社の中でのファン、ポンプ、コンプレッサ

ー等のインバーター化といった、省エネ活動に取り組むとともに、ＩｏＴ技術を取り入れ

た工程管理の最適化、こういった企業努力を続けていることで今の結果となっているのか

と考えております。 

 このため、現段階では、伸銅業界としては、2020年度及び2030年度の目標の見直しとい

うのは、定量的な目標を含めて、ちょっと難しいのではないかということで、直近では着

手しないという判断をしていますが、今後の品種構成や生産活動量の変化を分析・検討し

ながら、最適な目標設定と活動を進めていきたいと考えております。 

 11ページですが、他部門での貢献としまして、伸銅業界でつくられた製品は基本的には

ほかの業界と同じような原料ですので、小型化、薄型化を進めることによって、運送・輸

送エネルギーや高性能化ということでの低炭素社会への貢献はできると判断しております

が、伸銅業界としまして、エンドユーザーまでのデータ集約というのは少し困難であるた

めに、定量的な実績は載せていないことになっております。 

 最後の12ページですが、その他の活動につきましては、それぞれ活動はしているものの、

個社の活動が中心となっていますので、業界としての集約はされておりません。申しわけ

ありませんが、この点については省略させていただきたいと思います。 

 以上です。 

〇橘川座長  どうもありがとうございました。 

 それでは、最後に、資料10に基づき、炭素協会のご説明をお願いいたします。 

○松村低炭素社会実行計画推進委員会委員長  炭素協会、松村です。炭素協会の取組と

2016年の実績を報告させていただきます。なお、炭素協会は正式には、本年初めて報告さ

せていただきます。よろしくお願いいたします。 
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 ３ページ、炭素協会の概要です。黒鉛・炭素製品及びその原材料の製造・販売を行って

いる各社から構成され、協会規模といたしましては生産量約21万トン、販売額約1,100億円、

会員企業数28社、そのうち、製造業が24社、非製造業が商社４社という構成になっており

まして、このうちの電極３社と特殊炭素製品７社を製造している会社のエネルギー使用量

あるいはＣＯ２排出量が大きな割合を占めております。 

 ４ページ、黒鉛製品の特長と用途です。黒鉛には人造黒鉛と天然黒鉛がございます。天

然黒鉛のほうは、鉱山から採掘される黒鉛を粉砕、洗浄、精錬等をいたしまして販売いた

しております。 

５ページです。人造黒鉛の製造工程ですが、石油系、石炭系のコークス、ピッチ等を主

原料といたしまして、成型、炭素化、黒鉛化という工程を経由いたしまして製品に加工さ

れます。この中の黒鉛化という工程が電気炉で3,000度まで昇温され、この工程で電極の約

８割のエネルギーを使用しております。 

６ページ、炭素業界の低炭素社会実行計画の概要です。 

目標指標といたしましては、ＣＯ２原単位を評価することといたしました。 

目標水準は、2020年目標は2010年を基準としてＣＯ２原単位を2.5％低減いたします。 

2030年目標は、2010年を基準といたしましてＣＯ２原単位を5.0％低減いたします。 

７ページです。黒鉛化炉の代表であるアチソン炉の概略を説明いたします。 

アチソン炉というのは、19世紀末にアメリカで発明された熱処理炉の一つでございまし

て、代表例を示しますと、幅３ｍ、高さ４ｍ、長さ20ｍ程度の耐火れんが製の箱の中で、

イメージといたしましては、秦の始皇帝陵の兵馬傭坑のように、青い円柱で示しました人

造黒鉛電極の炭素化工程品を林立させております。そのすき間をパッキングコークスと呼

ばれるコークスの粒・粉で埋めます。そこに低電圧250～350Ｖぐらいの大電流12万～15万

アンペアで約１週間かけて3,000℃まで昇温いたしまして、その後、３週間ほどかけて自然

に放冷いたします。 

電流はこのパッキングコークスの中を流れ、パッキングコークスを発熱させることによ

って間接加熱で非加熱物を昇温させ、この過程で炭素質を黒鉛質に変換いたします。 

こういう炉が10～20程度並んでおりまして、順番に通電していきます。 

８ページです。2016年度の取組実績といたしましては、生産活動量が14.6万トン、2010

年度比で65％、約３分の２です。前年度比81％。ＣＯ２排出量が55.2万トン、2010年度比

61％、前年度比82％。ＣＯ２原単位、生産活動量１トン当たり3.78トン、2010年度比で95％、
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前年度比101％。進捗率は、2020年目標に対して218％、2030年度目標に対して108％となり

ました。 

2016年実績は、基準の2010年に比較しまして、外的要因による生産量の大幅な減少によ

り、効率の低い炉の稼働が相対的に低下したため、ＣＯ２原単位は向上いたしました。と

ころが、2017年見通しでは、直近の３年間に比べて生産量が2015年度並みに回復し、非効

率的な炉の稼働が増加し、原単位は悪化することが想定され、進捗率は2020年目標水準の

70％程度になると想定されます。 

９ページです。ＣＯ２排出量の推移グラフと生産活動量の推移グラフを並べて示します。 

10ページです。ＣＯ２原単位の推移グラフと生産活動量の推移グラフを並べて示します。 

11ページです。横軸に生産活動量、縦軸にＣＯ２原単位の関係のグラフを示します。 

12ページです。他部門での貢献です。人造黒鉛電極は鉄スクラップのリサイクルに不可

欠な製品です。また、その他の黒鉛製品も、ＥＶ等、大幅な増加が予想されるリチウムイ

オン二次電池の負極材として使用されています。他にも、太陽電池、ＬＥＤ等の半導体製

造装置の部材に使用されています。 

海外での貢献といたしまして、人造黒鉛電極の輸出により、世界の鉄スクラップリサイ

クルに貢献しています。今後、現地工場生産も加わります。 

2016年の実績は、６万8,000トン余り、年度生産量11万トン余りの62％相当を述べ31ヵ国

に輸出いたしました。世界電極需要量の約７％に相当いたします。 

13ページです。革新的な技術開発・導入についてです。黒鉛炉は非常に高温であり、そ

の熱回収が課題であると認識しておりますが、現在のところ、その熱回収技術は確立され

ておりません。 

以上、炭素協会の取組を報告させていただきました。ありがとうございます。 

〇橘川座長  どうもありがとうございました。 

 それでは、これから質疑応答に入っていきたいと思います。各業種の取組内容について

ご質問、ご意見を賜りたいと思いますが、その前に、事前質問に対する回答も参考資料と

して配付してありますので、それもご参照いただきたいと思います。 

 あと１時間ぐらいですので、委員が８人いらして、７業界ですので、リプライの時間も

ありますから、非常に単純に計算すると１発言当たり４分ぐらいかと思います。中環審と   

産構審の合同会議よりは発言時間は倍ぐらいあるかなと思いますが、よろしくお願いいた

します。 
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 では、浦野委員、お願いいたします。 

○浦野委員  幾つか簡単にお願いします。まず、石灰製造工業会ですけれども、いろい

ろなことが「今後、検討する」とか「今後、見直す」と、「今後」がいっぱい出てくるので

すが、具体的にそれぞれ何年ごろかを明記できるものは明記していただきたいし、今お答

えできるものはお答えしていただきたいと思います。 

 それから、アルミニウム協会ですが、電気自動車とかハイブリッド車とか、車が今後い

ろいろ変わってきたときに、将来、アルミがどの程度どのようになるのかというのをもう

少し具体的に示されないかというのが１点です。 

 それから、日本伸銅協会さんは、銅のリサイクルのときに不純物が入り込むのを受け入

れるのは、各個社で違うようなのです。我々もちょっとリサイクルをやっているのですが。

これを技術的に改善したり、あるいは、この程度までやってはどうかというガイドのよう

なものはできないのか。どうしても不純物が少し入ってくるので、ちょっとでも入ってい

たらだめという業者もいるし、そこそこのものを受け入れているところもあるので、でき

ればある程度のものを受け入れて利用してもらいたい。 

 それから、炭素協会は、3.000℃まで保つ材料がないというお話でしたけれども、逆にい

うと、何度ぐらいまでなら今できる材料があるのか。3.000℃というと当然温度が下がって

いくところがあるわけなので、まるで回収しないのか、あるいは、何度以下のところも何

とか回収しようとするのか。その辺の努力あるいは見通しがあれば教えていただきたい。 

〇橘川座長  中村委員、お願いします。 

○中村委員  ありがとうございます。化学工業協会さんに、これは質問をさせていただ

いたのですが、炭素循環というのを書かれているのですけれども、エチレンプラント主体

の産業で炭素循環をどのようにお考えなのか。多分、廃プラのリサイクルなんていうとこ

ろまでは手が届かないのではないかなと思っていますので、そのあたりを整理してお聞か

せいただければと思います。 

 それから、炭素協会さんに、同じことなのですけれども、本来、熱回収というのは温度

が高いほど有利というのが常識なのですが、あまりにも高くてなかなか設備ができないと

いうのもわかるのですけれども、先ほどのご質問と全く同じで、もしかしたらやり方によ

っては革新的なエネルギー回収ができるのではないかなというのがちょっとありますので、

可能性をご検討いただけないかなと思っております。 

 それから、もう一つ、化学工業協会さんは、2020年と2030年のターゲットが一緒なんで
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すね。2020年と2030年で目標の変化、率で考えたら同じじゃなかったですか。 

○春山常務理事  いえ。 

○中村委員  違いますか。それなら全然問題ないです。そのあたりをお答えいただけれ

ばと思います。 

〇橘川座長  では、松原委員、お願いいたします。 

○松原委員  化学工業協会のＬＣＡの取組の中で、海外での排出削減貢献というところ

に幾つか例が出ているのですが、国内におけるＬＣＡの削減が結構大きなところが住宅等

も含めてあるのですけれども、そういうものは海外でどうなっているのか。国内で非常に

貢献度が高いものが、海外でどうなっているのですかというのがまず１点です。 

 それから、日本ゴム工業会ですが、エコタイヤの件というのは非常に大きな貢献だと思

うのですけれども、ここのエコタイヤとしての日本国内の標準化というのは非常に進んで

いると伺いましたが、これは国際標準化の中でどういう状況なのか。そして、それがどう

いう取組で普及していくのか。 

それから、ゴムの業界ではリサイクルのタイヤというのは非常に多くの注目を浴びてい

ると聞いておりますので、それもＣＯ２削減では非常に大きな役割を占めるのではないか

と思いますので、その点についてコメントをいただければと思います。 

それから、アルミニウム協会ですが、リサイクルの部分というのは非常に大きな貢献度

があると思います。その中で、水平リサイクルのシステムというのは非常に大きいと思う

のですが、特に、今後、海外展開される中で、そういうことを具体的にどのようにお考え

なのか。それが恐らくＣＯ２削減の海外における貢献になるのではないかと思っておりま

す。 

それから、伸銅協会の銅線のところで、電気自動車、ハイブリッドの話はよく出てくる

のですが、そういうときに、モーターの話になりますと、我々が普通に聞きますと、磁石

の話が非常に大きい位置を占めます。その中で、銅の部分がどれだけ大きい貢献をするの

かということをうまくいうことによって、磁石が非常に大きな地位を占めることができる

のではないかと思います。その辺についてちょっとコメントをいただければと思います。 

それから、今、ＥＶ化、ＰＨＶ化ということがいろいろなところでいわれていますが、

今は、ＥＶそのものよりも、どちらかといえば、業界で一つのアピールとして、移動型の

蓄電池になりつつあります。そうなったときに、導体サイズの最適化というのがありまし

たが、我々が暮らすインフラとしての導体サイズの最適化という観点ではいかがでしょう
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か。 

それから、炭素協会ですけれども、この中で、リチウム電池というのは非常に重要であ

るというのは我々はよくわかっているのですが、ただ、今、自然黒鉛がほとんど使われて

おりますので、そういう中で、人造黒鉛についてはどのように取り組んで、電池の寄与と

してどのように考えられているのか、コメントをいただければと思います。 

以上でございます。 

〇橘川座長  では、馬場委員、お願いいたします。 

その後、そこで一旦お答えをいただければと思います。 

○馬場委員  ありがとうございます。日本の自主行動計画や低炭素社会実行計画のもと

で日本の産業界が業界単位で自主的に温室効果ガスの削減目標を設定して、そのフォロー

アップを受けながら実績を上げてきたということに敬意を表しています。 

そして、ＩＰＣＣの第５次報告書でも、こうした枠組みが自主協定として評価されてい

るということですが、ただ、その自主協定の枠組みが評価されるのは、実際にＣＯ２や温

室効果ガスの排出削減が進んでいき、エネルギー効率の改善が進んでいて、それが国や世

界の排出削減に貢献しているという実績がみられるからこそだと思っておりまして、その

ためには、削減目標が妥当で、その達成に向けて各社がしっかり歩んでいるという進捗が

みえるからではないかと思っています。 

今回、目標を前倒しで達成された業界がたくさんいらっしゃるとのこと、その努力に敬

意を表しているのですけれども、ぜひ今後、改めて適切な時期に、あまり先送りせずに目

標の見直しに着手し、その検討結果を随時公開してもらえるとありがたいと思っておりま

す。 

また、目標の達成がこれからという日本ゴム工業会さんですが、例えば、2020年度の目

標は54.6％の進捗率ということで、今後それをどう巻き返していかれるお考えかをお聞か

せいただければと思っております。 

他の業界さんには、先ほど目標設定のお話をしましたように、適切なところでの見直し

をお願いできればと思います。 

以上です。 

〇橘川座長  ゴム工業会は2020年の達成度の蓋然性について、他の業界は見直しについ

て質問があったと理解いたしました。 

 それでは、化学工業協会から、ここまでの質問でお答えできるところをお答えしてくだ
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さい。 

○春山常務理事 承知しました。日化協の春山でございます。 

 まず最初に、中村先生からご指摘の炭素循環でございますけれども、私どもは、先ほど

のあるべき姿の実際の検討をさせていただきました。その中で、特にＣＯ２と水素を利用

した炭素循環についてですが、ＣＯ２というのは有機ですから、原料になっていくので当

然そうなのです。ただ、それを有機原料にかえるためには水素が要る、その水素をどこか

ら供給するのか。 

そういう絵を協会の中では今検討しておりまして、一方で、今、行政の方々で検討会が

あって、本日もワークショップをやっているのですが、ボトルネック課題研究会というの

が動いておりまして、そこでもＣＯ２の循環――それを炭素循環といっておりますが、技

術的に何ができるのか。先ほどのバイオマスを使ったりとか、人工光合成を使ったりとか、

そういう流れの技術を入れて、ＣＯ２をとにかく原料として使っていく、こういうイメー

ジでございます。 

 それから、松原先生からご質問がありましたＬＣＡの国内と海外ということですが、私

どもは国内でやっておりまして、海外は、先ほどちょっとお話しさせていただきましたけ

れども、私どもは国際化学工業協会（ＩＣＣＡ）の中で、ＬＣＡの情報を共有化しており

ます。そこのホームページで、我々としては海外、特にヨーロッパではどういう貢献をし

ているのかの把握はある程度はできています。ただ、本日は手持ちがございませんので、

その辺については改めて何かの形でご説明させていただければと思っております。 

 それから、馬場先生からの目標の見直しというのは、まさにそうで、私どももかなりク

リアしているのですが、では、それでいいのかというわけでは必ずしもなくて、昨年もい

いましたけれども、化学業界の特に素材系、エチレンプラントの統廃合などは、非常に厳

しい時代の流れの中で、プラントをとめて、統廃合をする中で事業を改善していくという

活動を2015年、16年にやってきております。その効果が非常に大きかったのですが、一段

落したかなと。 

 ということで、私どもはタスクフォースを立ち上げまして、見直しに対して何ができる

のだろうか、将来どうであるかと。それで、2030年の目標の見直しですが、2030年のちょ

っと先を見通して、2050年を見据えた中で2030年はどうあるべきかと。この議論が重要だ

ろうということで、先ほどのタスクフォースは１月にキックオフをやったのですけれども、

そういったメンバーできちっとやってまいりたいなと思っております。 
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 ちょっと長くなって失礼しました。 

〇橘川座長  それでは、石灰製造工業会、お願いします。 

○新松環境自主行動部会長  浦野先生からいただきました、見直しをいつごろするか具

体的に明記してほしいという件でございますが、今のところ、2020年度、2030年度の目標

を現在ＢＡＵ目標ということで立てさせてもらっております。そのベースが、生産活動量

を鉄鋼連盟さんが立てられた計画をもとにつくっておりますので、こちらの鉄鋼連盟さん

の方針に変更がかかれば、随時また変わるようになると思います。 

 それともう１点、担当者レベルでは、2020年度にまず第１段階のまとめが起こりますの

で、2030年度の目標につきましては、その段階でもう一回精査、見直しをしようという計

画は立てております。 

 馬場先生からいただきました目標の前倒しにつきましても、今のコメントでかえさせて

いただければと思います。 

〇橘川座長  では、日本ゴム工業会、お願いします。 

○森永環境委員会委員長  まず、松原先生からいただきました質問、低燃費タイヤの、

国際標準化につきましては、資料の26ページにも示していますけれども、各国のラベリン

グ制度というのがどんどん広がってきていまして、ＥＵ初め諸外国に広がっている状況に

あります。 

 それから、タイヤのリサイクルについてですが、現状、91％が国内でリサイクルされて

いて、熱利用が６割ぐらい、原型利用――生産材のタイヤでリトレットして使ったり、チ

ップにしたりというのが16％ぐらいという状況でございます。リトレットタイヤもＣＯ２

削減に対して効果が大きいので、その普及拡大というところに業界としても取り組んでい

るところでございます。 

 最後に、馬場先生からいただきました巻き返しについてですが、いろいろ細かい解析を

すると、着実に進んできているなと考えております。2016年に内部で2020年の見込みとい

うのを調査しまして、現状、このまま努力を続けていくことによっておおむね達成できる

という見通しを得ております。 

〇橘川座長  では、日本アルミニウム協会、お願いします。 

○中野理事  はい、お答えいたします。まず、浦野先生からお話のあったＥＶ化やハイ

ブリッド化による変化をどうみるかということについてです。２つあると思うのですが、

一番アルミを使われているエンジンブロックですけれども、エンジンがなくなってしまう
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と、アルミは少なくなっていくのですが、電池等になってくると熱が発生してくるので、

熱交換器がたくさん使われるだろうと思います。したがって、今、その部分はアルミが圧

倒的に使われているので、定性的にはそういう動きがあります。 

 もう１つは、重量が重くなるので、軽量化を図らなければいけないのですが、軽量化＝

アルミではなくて、樹脂であったり、ＣＦＲＰであったり、当然、ハイテンであったりと

いうことですので、この辺については自動車業界の考え方をうまく織り込んでいきたいと

思います。 

 それから、松原先生からお話のあった、水平リサイクルシステムの海外の考え方ですが、

我々はレーザーを使った個体選別の動きをしておりますけれども、海外でもそういう動き

があり、状況をウォッチしていきたいと思っています。 

 それから、目標値の見直しにつきましては、先ほどお話ししましたが、今年度の実績を

もって来年度を見直すということを考えているのですけれども、2005年から2016年までの

設備投資、省エネ対策による投資と、それに対するＣＯ２の削減効果をみながら、これか

ら2030年度に向けて我々の業界がどういう省エネ投資ができるかということをにらんで目

標値の設定をしていこうという考え方をしております。 

 以上です。 

〇橘川座長  それでは、日本電線工業会、お願いします。 

○牛木環境専門委員会委員長  松原先生からお話のあった、電気自動車のモーターの関

係のところでございますが、モーターに使う電線は巻線と呼ばれている線でございまして、

これの説明は省略させていただいたのですけれども、巻線にも、銅を使うもの、アルミを

使うもの、そして、形状は丸ばかりではございませんし、そういう面では各顧客といかに

効率のよいモーターに貢献できるかということで進んでおりますが、業界としては、技術

的な内容でございますので、定量的にまとめているわけではございませんが、そういう動

きで貢献させていただいているということは事実でございます。 

 それから、導体サイズの最適化というのは、細かいところは申し上げませんでしたが、

記述してあるとおり、どちらかというと、効率を上げるために線は太くなるということで

ございますので、置きかえていきますと、銅の量もたくさん使うので値段が高くなるとい

うことで、長期的にみれば必ず戻ってくるわけですが、張り替えたりするので初期投資が

上がるので、それでも顧客にとっては長期的には必ず効果を上げるというＰＲあるいは規

格化など、長い目でみた活動で推進して、中間製品の電線を、いろいろな形に貢献できる
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ようにという活動を進めております。今後も継続したいと思っております。 

 それから、目標見直しの件は、先ほど申し上げましたとおり、見直すべく試算は既に進

めておりますので、来年度、これを見直した数字をご提示、ご説明できると思っておりま

す。 

 以上です。 

〇橘川座長  日本伸銅協会、お願いします。 

○青木低炭素社会実行計画対策ワーキンググループ・ワーキンググループ長  まず、リ

サイクルの関係ですけれども、不純物が入って介在されるような材料をリサイクル原料と

呼びますけれども、こちらについては、各個社で独自のノウハウをもって、自分たちの製

品に合わせた形でのリサイクルは進めているというのが実態でありまして、不純物の多い

ものにつきましては、精錬業の業界と連携しながら対応を進めさせていただいております。 

 ですので、業界全体としてのガイドラインというのは少し難しいのですが、個社として

の対応は進められているということで、ご理解いただきたいと思います。 

 また、ＥＶとかＰＨＶといった話の中でのモーターとか、導体サイズの話がございまし

たが、こちらにつきましては、伸銅業と業界から出す製品自体ではコントロールがなかな

か難しい案件になります。ただし、報告の中にもありましたが、高付加価値ということで、

高性能化というところは追求しながら、お客様のほうで最適なサイズであり、効率化等々

を進めていただくという形で貢献するということで進めさせていただいております。 

 目標の見直しにつきましては、次年度から、これまでのデータ、足元のデータや先々の

予想という部分を含めながら検討を進めていきたいと考えております。 

 以上です。 

〇橘川座長  では、炭素協会、お願いいたします。 

○松村低炭素社会実行計画推進委員会委員長  最初の浦野先生、中村先生のご指摘にあ

りました熱回収の見通しですが、3,000℃の温度からの直接の熱回収というのはなかなか困

難でありますので、それは一応視野には入れておいて、とりあえず、もう少し手元の1,000℃

前後からの熱回収の技術確立というものをまず種まきをしたいと考えております。 

 ただ、先ほどのアチソン炉の説明でありましたように、時間系列でいきますと、その温

度にある炉というのは順番に移動してまいります１炉でいうと、温度が上がったり下がっ

たりという経時変化がございます。それと、少し腐食性のガスなどが出ますので、そうい

う環境に対する考慮も必要です。 
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 ２つ目の松原先生のリチウムイオン二次電池負極材への応用ですが、天然黒鉛の材料は

もちろん使われております。それから、人造黒鉛、黒鉛化処理をしないその手前の炭素質

の材料というのも負極材として、実際に実使用もされております。ただ、それに加えて、

単純な天然黒鉛、人造黒鉛、炭素質という分類だけではなくて、それらを二次的に処理し

た材料もございますので、客先の指向といいますか、電池メーカーさんですが、充放電容

量を重視するのかとか、安定性を重視するのかとか、それに使われる電解質はどういうも

のを使っておられるか、それとの反応性を見極めて、さらなる研究開発を進めているとい

うのが業界の現状でございます。 

〇橘川座長  では、質疑応答に戻りまして、大石委員、お願いいたします。 

○大石委員  ありがとうございます。最初に橘川先生がおっしゃられたように、ＬＣＡ

的にこの削減をみるという意味では、直接ではなくても、例えば電気自動車のように、全

ての業界の方たちがかかわっている分野もあるわけで、数字としてＣＯ２を国全体でどれ

だけ削減するかという厳密性をみるときには、確かに重なるものに対しての注意は必要だ

と思いますけれども、全体として低炭素を進めるためには、それぞれの業界が自覚して、

自分たちができるところを上手にみせていただくということがすごく大事かなと思ってい

ます。 

 そういう意味では、化学工業会さんはとても上手にみせていらっしゃって、それに比べ

ると、他の業界さんたちはその辺の見せ方がもう少しわかりにくかったかなというのが、

全体の印象です。 

 あとは、個別ですが、まずは、日本ゴム工業会さんで、今の話につながるのですが、低

燃費タイヤの話が出ていましたけれども、今後、車自体が例えば電気自動車にかわってき

て、ＣＯ２という意味では減ってくると。そのときに、車の燃料などが変わったときの削

減とタイヤの関係というのをどのように計算していくのかというところが、お話を聞いて

いて気になりましたので、教えていただきたいと思います。 

 それから、日本電線工業会さんですが、2020年、2030年の目標に対してということです

けれども、2020年というのは電力自由化が進んで、配送電分離が起きたり、今、再エネの

導入がどんどん進められようとしている中で、そういう未来の社会の図を描いての想定な

のかというところをお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、日本伸銅協会さんは、今、44社のうちの17社のさらにその上位の７社のとい

うお話だったのですが、今、社会全体で低炭素を目指さなければいけないというときに、
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確かに板状のもののほうがわかりやすいというのはわかるのですが、それ以外の管ですと

か棒状のものについてもやはり把握して、計画の中にきちんと入れていただくというのが

今後は必要かなと思いました。 

 それから、最後の炭素協会さんですが、熱回収の話が出ていましたけれども、これは素

人の考えですが、3,000℃で１週間の熱をということになると、回収というよりも、いかに

断熱を進めて省エネにするかというところも、低炭素という意味ではすごく大きいのかな

と思います。その辺の工夫があれば、ぜひ教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

〇橘川座長  竹内委員、お願いします。 

○竹内委員  ご説明いただきまして、ありがとうございました。まず最初に、業界団体

さん宛てではなくて、経産省さん宛てにコメントをさせていただくという、ちょっと禁じ

手をやりたいと思います。 

 目標の引き上げ等に皆さん前向きなコメントしていただいたのも非常にありがたなと思

いましたし、まさにこの低炭素社会実行計画という自主的な枠組みがワークしているとい

うのも、稀有であり、すばらしいことだなと思う一方で、どこまでこれをやっていくのか、

次のステージにそろそろ入らなければいけない段階ではないかなというのが、漠然とした

私の感想でございます。 

 というのは、これは費用対効果を考えなければいけなくて、たしか先ほど石灰製造工業

会さんのスライドの８ページ目に、設備投資の金額が、例えば、2017年だと3.9億円をして、

ＣＯ２削減量9,100トンと。そして、2018年に11.5億円投資して、１万7,400トン。そうい

うかけたお金と削減のＣＯ２を出していくと、今まで低炭素社会実行計画がカーボン・プ

ライシングだという認識というのはあまりなかったかもしれませんが、明らかに産業界と

してはコストをかけて対応しているわけですね。 

日本の産業界はここまでコストをかけてこれぐらいＣＯ２を削減してきました、という

ところを顕在化させるということをきちんとやって、コスト効果の高いところからやって

いくということをやるということにしないと、早晩、行き詰まるのではないかと。毎年、

こうやってワーキングをやって、「皆さん、ちゃんとやってください」といって、細かいと

ころを詰めていくという、これも非常に大事なステップではあるのですが、それはだんだ

んどうしてもサチってくるところが出てくると思いますので、費用対効果の観点を考えて

も、どういうところまでコストを見込ませるのかと。それにあたっては、まずコストをど
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うやって顕在化させるのかという、ちょっと引きの視点で考えるということがそろそろ必

要ではないか。 

特に2020年とか直近を考えるならいいのですが、2050年とかに向けてドラスティックな

産業転換を図っていくとすると、ちまちま詰めていくということだけではない何かが必要

なので、その観点が非常に必要ではないかなということを感じました。 

特にそれを感じたのが、どの業種さんも、他部門あるいは海外での削減というのが非常

に大きいはずで、日化協さんも、海外のスライドで、「エアコン用ＤＣモーターの制御素子

１億9,000万トン」と物すごく小さな字で書いてあるのですが、実はすごいインパクトです

よね。あるいは、断熱材も、さらっと書いてありましたけれども、7,580万トン。 

こういった日本の産業界の技術が削減に貢献している量を、他部門あるいは海外でどこ

まで貢献しているのか。私は昨年も海外貢献の分などをもうちょっと顕在化をということ

をお願いしたのですが、これからはここの部分が肝になっていくのではないか。低炭素社

会実行計画のレビューの第２段階にそろそろ入るということを考える時期かなと思ってお

ります。 

それで、細かい点を幾つか伺えればと思うのですが、化学工業会さんでフロンのところ

ですけれども、これもさらっと１枚だけだったのですが、もう右肩下がりに一直線に下が

っていたかと思います。フロンというのはある意味管理がしやすくて、途上国等でもある

意味技術をきちんと入れてもらえば、あるいは仕組みを入れてもらえば削減に貢献できる、

ＣＯ２係数の非常に高いものだと思うので、ここら辺がどれくらいいけそうかという定量

評価しておられるかどうか。 

それから、日本アルミニウム協会さんですが、他部門連携の定量化を来年度も示せそう

かも教えていただければと思います。 

済みません、主に亀井さんの宿題になりまして恐縮ですが、よろしくお願いいたします。 

〇橘川座長  では、平野委員、お願いいたします。 

○平野委員  成城大学の平野です。よろしくお願いいたします。 

 全体を拝見して、各産業の努力の結果として、2020年に向かってきちんと姿がみえてき

たなというのを今回改めて実感しました。複数の団体においては2020年の目標を既に達成

している状況をみて、着実かつ確実に進捗しているのだなということを強く感じました。 

 その上で、この活動全体に対するコメントを２点と、個別産業に関して簡単な質問を３

点ほどさせていただきたいと思います。 
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 まず、全体に対してのコメントの１点目ですが、今回、目標の見直しという話が随分と

話題になっていますけれども、2030年を目指して、見直しよりも目標を複数置いたらどう

かということを主張したいなと思います。実際の生活をみていましても、私は大学に勤め

ていますので、毎年大学受験生がたくさん試験を受けてくださるのですが、１校だけを受

ける人というのはほとんどいなくて、きちんと段階を置いて幾つか目標を設定していて、

確実に達成したい目標、それから、頑張ればできる、理想的というような、３つぐらいの

目標を置いて受験に挑む人がほとんどのように感じます。目標の見直しというよりは、こ

のように先に多段階の目標を置いておいたほうがいいのではないか。大学を１校しか受け

ていない私がいうと何の説得力もないような気もするのですが、そういうことをしてもい

いのではないかと思います。 

 そのときに、目標値の設定手法として、できることの積み上げていくのか、過去のトレ

ンドからの趨勢で考えるのか、もしくは何らかの相関を使うなど設定の手法をいろいろと

変えてみると、幾つか数字として違う目標値が出てくるので、今後、そういうやり方を取

り入れてもいいのではないかなと思ったのが１点目です。 

 ２点目は、ＬＣＡの問題で、座長も冒頭でいわれていたとおりなのですが、どのように

して他産業に広げていくのかというのは重大な問題であると考えています。それから、そ

の際にはバウンダリーの問題も解決すべき重大な問題として残っていると思います。この

問題に関しては、どういう手法をとればいいのかを私自身もそれなりに考えているのです

が、一つの方法として何となく思いついたものは、会計帳簿のイメージです。 

借方と貸方が両方にあるという表を想定して、左側に最終製品、右側に素材産業という

のを置いて、左側は例えば自動車産業で、自動車産業全体でＬＣＡに基づけばこのくらい

削減可能という量を出す。その内訳を右側で説明していく。例えば、化学がある、アルミ

がある、ゴムがある、それぞれがＬＣＡでどのくらいずつ削減できるのか示していく。そ

して、その右側と左側、会計帳簿でいうと借方と貸方の合算値が同じになる。そういう示

し方もあるのではないか。 

もちろん、この場合、残余として右側に素材産業ではなくて、空力で工夫した結果など

の自動車産業固有の削減量も残りますので、部分的には左右に同じ産業が出てくるという

問題も残りますが、ＬＣＡを前進させるために、こうして産業横断的に何か新しい見せ方

の工夫をしても良いのではないかと思いました。ＬＣＡの重要性や意義はわかるのですが、

ここ数年、何となく同じ話題がずっとループしているような気がするので、少し見せ方を
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変えるというのもおもしろいと思います。 

そして、個別産業に関して簡単な質問を３つほどさせていただきたいのですが、１つ目

は、化学に関して、ＬＣＡの効果について一番先行して考えていらっしゃるので、その効

果をもう少し教えて頂ければと思います。特に25ページに対して、この実績というものを

教えていただければうれしいです。2020年を想定して削減見込み量が算定されていますが、

この2020年はもうすぐやってきます。その中で、例えば住宅用断熱における削減ポテンシ

ャルに対して、今、実際にどのくらいまで進捗しているのか簡便な形でも良いのでわかっ

て、その変遷が追えていけば、ＬＣＡってすばらしいなとより実感できるような気がしま

す。したがって、この25ページに関して年々それぞれどのくらい削減量が広がってきてい

るのか、少し教えていただければと思います。難しいと思いますので、感覚でもいいので、

何か教えていただけると助かります。 

２つ目は簡単な話でして、タイヤのゴムに関する話を伺いたいのですけれども、エコタ

イヤは新車と置きかえ需要とどちらが大きいのかなと。それから、新車全体に占めるエコ

タイヤの導入比率はどのくらいなのだろうということが少し気になりました。というのも、

エコタイヤの普及のボトルネックが履きかえ需要なのか新車なのか、どちらなのかが気に

かかり、それによってエコタイヤのアピールの仕方が違ってくるような気がいたしました。 

３つ目ですが、石灰及び電線の話の中でちょっとだけ伺いたいと思ったことですけれど

も、全体に影響はないと考えられますが、参加をとりやめる企業が若干出ているという話

を先ほど伺いました。それは、余り深刻ではない理由でそのようなことになっているのか、

それとも、もしかしたら制度設計上重大な問題があるために離脱されたのか。その点が気

になったので、差し支えがない程度に、この計画からの離脱理由を教えてください。よろ

しくお願いいたします。 

〇橘川座長  ありがとうございました。 

 私から、重複がないように申し上げますが、全体を通じて、目標見直しが今回の議論の

一つの大きなポイントになってきたと思います。大変だとは思いますけれども、それだけ

期待が高いということで、ぜひ前向きにやっていただきたいのですが、特に2030年の目標

を考えるときに、既に出始めていますけれども、2050年のＧＨＧ80％削減というような目

標もあるわけでありまして、それとの関係で考えていただきたいと思っております。 

 そのときに、私はＧＨＧ80％削減というのは国内だけでは達成できないと思っておりま

して、国内と海外と両方あわせて80％削減をやる。そして、2013年基準ですから、14億ト
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ンに対する80％ですから、11.2億トン削減プランというのを早く環境省と経産省のほうで

つくっていただいて、そのうち、国内で幾ら減らし、海外で幾ら減らすのかを明確にして

いただいて、それを各業界の自主計画の目標見直しに反映させていく。そういう流れにも

っていくのが当然なのではないかと思っています。 

 という意味で、先ほどの竹内委員のご意見に全く賛成なのですが、踏み込んで、11.2億

トン削減プランを出していただきたいということを政府に申し上げたいと思います。 

 個別には、１点だけ、化学工業会ですが、ＣＯ２の有効利用という話が出ましたけれど

も、日本の化学メーカーは石炭火力で競争力をとっているところもかなりありまして、そ

ういう意味でＣＯ２をたくさん出しているわけですね。 

 一方で電解工場などもやっていまして、水素もかなり出していて、それが例えば周南の

コンビナートなどは水素も余っているし、ＣＯ２もたくさん出している。あわせれば、普

通に考えればメタネーションをやって、それで天然ガスをつくる。それでかなりの貢献が

できるのではないかと思うのですが、そういうアイデアについてはどうお考えかお聞きし

たいと思います。 

 それでは、４人の委員は一巡しましたので、また化学工業会からお願いいたします。 

○春山常務理事  日化協の春山でございます。大石先生からは、ＬＣＡの有効活用とい

うことで、我々も積極的にこれは続けてまいりたいと思っています。特に行政の方で、今、

これについてはＧＶＣ貢献の研究会が動いておりまして、そういった公の場にできるだけ

私どもはオープンで情報を提供してまいりたいと考えている次第であります。 

 それから、竹内先生のご質問でフロンの話がございました。これは実は非常に難しくて、

我々も報告書を出しているのですが、まだまだ改善の余地はあると。ただ定量的に把握で

きるかというとちょっと難しいのですけれども、もう一つは、重点時の漏洩とか回収時の

漏洩などは製造から手の離れたところでどうするのだと。でも、我々は出し先でいろいろ

考えなければいけない部分もあるのです。ドラム缶はどうするのだとかということになる

ので、そういったところもとにかく含めて、これから検討していく。 

 なぜかというと、地球温暖化係数が非常に高いので、少量だからいいというものではな

いという感じがしていまして、そこにはしっかり対応してまいりたいと考えております。 

 それから、平野先生からもいろいろコメントをいただきまして、ありがとうございまし

た。25ページのＬＣＡの効果ですが、これはいろいろ前提があって、例えば断熱材の場合

は、かなり古い家と今のものとか、基準としているところをどこに置いているかによって
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大分変わってしまいます。 

 一方で、見直しをするときにどういう基準を置くかと。今のこういったすばらしいビル

をベースにしてしまうと、ある意味ではなかなかその効果がみえなくなってしまいますし、

この辺の技術的な進歩を、それは30年ぐらいかかっているのですが、どうみるかというの

は前提としてしっかり押さえておく必要があるなと。我々としてもどこかで見直す必要が

あるということは、数字の効果はどうなのというご質問だと思うのですけれども、そこを

どのように検証していくかはこれからの課題だととらえております。 

 それから、最後に橘川先生から１つありましたが、ＣＯ２の有効利用で、今はプラント

でもＣＯ２が出ていますと。石炭などを燃やしていると。一方で、水素の有効利用ですが、

我々も先ほどの協会の中のタスクフォースもやっているのですけれども、ＣＯ２をどうや

ったら固定化できるかと。それによって、それを原料に戻していく。その固定化の技術が

重要だと。 

 一方で、ＣＯ２を原料にするだけで対応できるかというと、ＣＣＵだけではなくて、Ｃ

ＣＳのような考え方も一方でとらなければ難しいかなと。両方を相合わせて考えていくべ

きだと。 

一方で、水素です。水素というのも実は簡単そうで難しくて、多量の水素が要ることに

なります。その多量の水素を低コストでどうやって確保していくかが今の喫緊の課題です。

最近では、サウジアラビアで水素を産出するというようなことが出てきましたが、そうい

ったことを参考にしながら、我々としては、水素もどうやって有効利用できるかという検

討には一応入っているところであります。 

以上でございます。 

〇橘川座長  石灰製造工業会、お願いいたします。 

○新松環境自主行動部会長  １点だったと思うのですが、平野先生からいただいた１社

が離脱となったという件ですけれども、これは廃業が理由でございます。当業界は94社の

うち89社から回答をいただきまして、回答率95％です。ただし、実際には、残り５社は製

造しておりませんので、実質100％の回答で、これが継続されております。 

 以上でございます。 

〇橘川座長  日本ゴム工業会、お願いいたします。 

○森永環境委員会委員長  コメント、ありがとうございました。まず、大石先生からい

ただきました質問ですけれども、ライフサイクルのＣＯ２排出の中で、ＥＶなどが出てく
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るとタイヤはどうなっていくのかということですが、グッドクエスチョンでして、2012年

にＬＣＣＯ２算定ガイドラインを出しておりますが、燃費固定での算定方式しか示してい

ません。自動車の性能が大きく変わってきているという中で、我々も今、課題認識をもっ

ておりまして、この前の会合でも議論していたのですが、今後、内容をアップデートして

いく中で、数値のだけではなくて、算定方法も見直しをかけていかなければならないと考

えております。ちょっと時間はかかるかもしれませんが、またご報告させていただきます。 

 それから、平野先生からいただきました新車と補修用のエコタイヤの状況ですが、まず、

本数からいうと、補修用のほうが大分多いです。タイヤの転がり抵抗指数でいうと、新車

用のほうが、自動車メーカーからの要求もあり、低目の値になっているという状況です。

ただ、補修用としてもかなり普及が進んできている状況ではあり、大分下がってきており

ます。細かい数字等がもし必要でしたら、また別途ご報告させていただきます。 

〇橘川座長  日本アルミニウム協会、お願いいたします。 

○中野理事  コメント、ありがとうございます。大石先生からはＬＣＡの見せ方が足り

ないというお話と、竹内先生からは他部門への貢献のめどはどうですかというお話をいた

だきました。我々の業界でも、調査票には書いているのですが、2007年に自動車のパネル

のアルミの製造時と走行時のＣＯ２の試算も一旦行っています。そのアップデートをしよ

うという動きと、自動車だけではなくて、私は今このアルミ缶で飲んでいますけれども、

アルミ缶のスチール缶からの削減試算とかアルミ箔などがあると思うのですが、昨年から、

自動車業界でのアルミを使ったときのＣＯ２削減をどうみるのという問い合わせをたくさ

んいただいていまして、これは自動車でもう一度きちっとアップデートしないといけない

なということを考えています。 

 そのときに、ベンチマークを何にして、対象品種をどうして、どう計算するのだという

討議をしているときに、グローバル・バリューチェーン貢献研究会がありましたので、二

度手間になってはいけませんので、そのガイドラインに沿って2018年度は作成して、この

場でご報告できればと考えております。 

〇橘川座長  電線工業会、お願いいたします。 

○牛木環境専門委員会委員長  大石先生からのお話で、電力自由化等を踏まえての2020

年度目標あるいは2030年度目標についての考え方ですが、分析なりデータの積み上げにつ

いては、中分類という表現で、電線にもいろいろな種類があると先ほど申し上げましたけ

れども、電力、通信、車の関係では巻線とか、幾つかの分類がありますので、個々の分類
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でトレンドをみながら、その中で、今お話のあった電力自由化というところは主に電力関

係のほうで効いてくるわけですが、新しい顧客と、一方で古い電線の老朽化による置き替

えは、電力のところでは効いてきますが、それは通信ではどうかとか、巻線ではどうかと

か、いろいろございますので、そういうところとの連動を市場動向などを細かくみながら、

できるだけ計画をきちっと見直していきたいなと考えております。 

 それから、平野先生からのお話で、社数が若干減っているということですが、電線会社

もいろいろな事業をやってございますので、その中の何社かは電線の事業は事業構造変革

の中でやめたということで、それを機会に、企業としては存続していますが、当業界から

は外れたということです。そういう例が幾つかあったと聞いております。 

 以上です。 

〇橘川座長  伸銅協会、お願いいたします。 

○青木低炭素社会実行計画対策ワーキンググループ・ワーキンググループ長  大石先生

から、対象になっているデータの会社が44社中の７社ということで、それ以外の把握をし、  

活動展開を図るべきというご意見をいただきました。こちらについては、報告の中にも含

めましたが、製品の形状によって大きく異なる実態がありますので、今後、目標の見直し

に合わせて、ほかの形状に対しても展開できるかということは検討したいと考えておりま

す。 

 ただ、それぞれの個社においては、もちろん省エネ活動ということでは進められており

ますので、ご理解いただければと思います。 

〇橘川座長  炭素協会、お願いいたします。 

○松村低炭素社会実行計画推進委員会委員長  大石先生からのご指摘にありました黒鉛

化炉の断熱ということですが、ご指摘のとおりでございます。ただ、現状を申しますと、

先ほどアチソン炉の説明のところで申しましたとおり、非加熱物をパッキングコークスと

呼んでおりますコークスの粒・粉で埋めております。これによって断熱をしているという

のが、コスト的にも技術的にも現状だと考えております。 

 省エネという局面からみますと、いかに充填するなり通電のカーブということを考える

のですが、これにつきましては各個社で最大限の努力をしていくというのが現状でござい

ます。 

〇橘川座長  政府にもご意見、ご質問が出たと思います。まず、環境省からお願いいた

します。 
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○松澤環境省地球温暖化対策課長  ありがとうございます。橘川座長から、2050年、80％

のお話がございましたが、これは環境省と経産省と、他省庁も含めてですけれども、政府

部内全体で長期の排出削減の戦略を国連に提出することになっておりますので、それに向

けて、今は外からみますと別々にやっている状況ですけれども、早目に合体をして中身  

をまとめていきたいと思います。 

 それで、もともと、第一次安倍政権のときのサミットで、世界半減、その上で先進国は

2050年に80％削減ということでＧ７で合意をされて、その流れが今のＣＯＰのパリ協定に

も反映をされて、量的な目標ではないにせよ、２℃目標ということがパリ協定の目標の中

に入って、それで各国とも、途上国も含めて、2050年を視野に入れた長期の戦略を各国そ

れぞれつくりましょう、ということになっているのがこの間の流れだと思います。 

 日本において世界半減になったときの１人当たりの数字をみますと、日本の人口が今後

ある程度減るということも考慮して考えたときも、日本においていいますと、今から比べ

て７～８割削減することが必要だということなのですが、世界半減というところがもとも

との先進国2050年に80％減ということのインプリケーションだったものですから、それを

考慮しますと、2050年以降は、地球に生まれた人はどこの国であっても、2050年以降のラ

イフスタイルでいいますと、毎年、生活をしてＣＯ２を出す量というのはどこの国でもイ

ーブンだというのが、世界半減というところの意味なので、そこに向かって各国がもしも

向かっていくことで合意できれば、それはなかなかいいことなのではないか。 

その上で、その過程において、日本は特にいい技術ももっていますので、海外で削減を

して、日本の2050年80％というところに大いに活用できれば、日本経済のためにもいいの

ではないかということだと思いますので、そういう方向で国内でも頑張りながら、マザー

工場で削減ができる技術を育てながら、海外でも削減していく。こういうことを目指して

いきたいと考えておりまして、それは経済産業省さんも同じだと思いますので、それをう

まく戦略化していきたいと思います。 

それから、日化協さんから、フロンに関して非常に前向きなご発言がございました。フ

ロンは、2005～2016年でＨＦＣは3,000万トン排出が増えています。2013年比でいいますと

1,000万トン、直近の１年でいいますと400万トン、それぞれ排出が増えていますので、こ

れはまさに経団連の自主行動計画で皆さん頑張っていただいている排出削減を相殺してし

まっていますので、これに関しては日化協さんが削減貢献というところで、ぜひ電機・電

子の業界団体の皆さんと一緒になって取り組んでいただけると非常にいいと思いますので、
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私どもも日化協さんのそういった取組については、フロン排出抑制法もございますので、

十分にバックアップをして一緒にやっていきたいと思いますので、ぜひよろしくお願いい

たします。 

〇橘川座長  では、経産省、お願いいたします。 

○亀井環境経済室長  本日はありがとうございました。経済産業省にも幾つかご意見を

いただきましたので、私のほうからコメントしたいと思います。 

 まず、竹内先生からいただいたご意見ですけれども、自部門だけではなくて、海外また

は他部門でのコストも考えたものにこの枠組みもしていくべきではないかというご指摘だ

と思いました。実は今回の低炭素社会実行計画のテーマは２つあって、１つは、きちんと

ＰＤＣＡは回っていますかという点で、目標をどう設定していますかという問いかけを今

しております。 

 もう１つが、まさにおっしゃるとおり、２つ目の柱の他部門と３つ目の柱の海外貢献と

いうところをいかに取り組んでいますかという問いかけをしていて、今回、このワーキン

グもそうですけれども、他のワーキングでもたくさん書いてくださっています。それをし

っかりアピールしていくということと、実際に取り組んでいただくということが大事で、

足元で産業界の方々に海外での削減－今、環境省の温対課長がおっしゃいましたけれども、

日本でよりよいものをつくっていただいて、それを海外にしっかり普及することによって、

海外のＣＯ２も下げていく。ＣＯ２には国境がないものですから、そういうところで削減を

していくということも十分立派な日本の産業界の貢献だろうと我々は思っていまして、今

回の低炭素社会実行計画でもそこをすごく大事にしているプロセスであるということにな

っています。 

 その中の一つの取組として、先ほど大石先生からもコメントがありましたが、化学業界

ではすごく取組が進んでいるけれど、他の業界はまだまだ課題がありますよねと。取組の

裾野を広げていこうということで、今、グローバル・バリューチェーン貢献研究会という

ものをやっていて、化学業界さんにはもっとやっていただくということもお願いしていま

すし、それ以外の業界さんには化学さんのような取組をやってくれないかという投げかけ

をしつつ、勉強会を今やっているところです。この動きは徐々に広がってきていると思っ

ているので、ぜひこの２つ目と３つ目の柱を充実させていけたらなと考えています。 

 それから、これはコメントですけれども、橘川座長からも、11.2億トン削減プランを出

してほしいというお話がございましたが、政府の中の2050年８割削減という話と、2030年
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の26％削減というのは、数字としては違っているという理解でして、2030年の目標は対策

を積み上げて何とか実現していくというものとして我々は受けとめていますが、2050年８

割削減はあくまで目標・ビジョンということですので、そこは数字の位置づけが若干違っ

ているということだろうと思います。 

 本日はこのワーキングを通じて、１つ目の柱の目標の話がたくさん出てきたと思います。

業界さんにおかれましても、検討していくという意思を表明していただいたところもあっ

たと理解をしておりますので、この動きを来年に向けて引き続きやっていけたらなと思っ

ております。 

 私のほうからは以上です。 

〇橘川座長  どうもありがとうございました。 

 もともとこのワーキンググループの目標というのは、何かを決めるということではなく

て、ＰＤＣＡサイクルを回しながら、目標の見直しも含めてさらに頑張ってくださいと、

そういうメッセージを送るというのが１点と、ここで出た低炭素社会実行計画に向けてプ

ラスになるいろいろな手法・議論をお互いに横展開して交流していくという、そういう２

つの目標だと思っています。 

 前者については、それぞれの業界団体の方にさらに前向きに検討していただきたいと思

います。後者に関しましては、今後の予定はまだ日程は決まっていないのですが、このワ

ーキンググループの親会議である産業構造審議会及び中央環境審議会の合同会議において、

このワーキンググループの議論の報告を含めて、低炭素社会実行計画の審議を行っていき

たいと思っています。 

 その本体のワーキンググループの議論に報告をするための文案については、本日の議論

を踏まえて事務局と一緒に作成します。追加的なご意見がありましたら寄せていただきた

いのですが、座長である私に一任ということで、よろしいでしょうか。 

     （「はい」の声あり） 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、最後に、事務局から連絡事項等がありましたらお願いいたします。 

○亀井環境経済室長  本日は活発なご議論をありがとうございました。 

議事録につきましては、事務局でとりまとめを行いまして、委員の皆様にご確認いただ

きました後にホームページに掲載をさせていただきたいと思います。 

〇橘川座長  それでは、以上で本日の議事を終了したいと思います。 
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 長時間、ありがとうございました。 

――了―― 

 

【問い合わせ先】       
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